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四　第三期の二重の危険（1957年後期以降）
1．連邦最高裁判決　一continued一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（553）　⑬　非刑事手続／処分と二重の危険一民事・行政手続／処分との関係一
　新たな時代に入ると、いったん刑事手続で有罪ないし無罪とされた被告
人につき、それと同一の行為を理由に国が過料支払請求訴訟を提起した
り、当該被告人の所有財産に対して各種没収手続を開始したりすることの
合憲性が頻繁に争われるようになる。そして、こうした動きを承け、80年
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代末から90年代にかけて注目すべき判断が連続して示されることとなっ
た。ここでは特に89F舵砂規s、温吻67、Kκπh1～碗6h、U7s6η、砺匪
　　　　　（5製）
soηを紹介する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（555）i　U皿ited　States　v．One　Assortment　of89Firearms（1984）
（i）事案の概要
　Patrick　Mulcahey（以下X）は、その居宅に隠匿していた銃火器（fire－
arms）が押収されたのを承け、銃火器を業として無許可で販売した等の
事実で起訴されたが、連邦地方裁判所（サウスキャロライナ地区）における
陪審審理において罠の抗弁（defense　of　entrapment）を提出するなどして
争ったところ、無罪とされた。その後、合衆国は先に押収された銃火器の
うちの89丁（以下Y）に対し、18U．S．C．§924（d〉に基づく民事没収訴訟
を同裁判所に提起した。同裁判所は、審理の末、Yの没収を決定したが、
Y側の控訴を受けた連邦控訴裁判所（第4巡回区）は、右没収手続は二重
危険条項により阻止されるのみならず、collateralestoppe1によっても阻
止されるとした。これに対し、合衆国側が上告したところ、連邦最高裁判
所は以下のような判断に基づき原審の判断を破棄し、これを差し戻した。
（ii）争点
　いったん銃火器の無許可販売につき無罪判決が出た後に、その捜査の際
に押収された銃火器を被告として提起された対物民事没収訴訟がcollat－
eral　estoppe1ないし二重危険条項に違反するか
（iii）　判決〔Burger長官執筆一全員一致一による法廷意見より〕
　　　　　　　　　　　（556）　「（当裁判所は、1886年のC吻において、刑事訴追後の民事没収を禁止した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（557）が、その法的根拠をはっきりと特定していなかったため、後にこの争点につい
て数々の訴訟が行われることとなった。）もう明らかにすべきであろう。民
事的かつ救済的な没収手続は、以前にそれに関連してなされた刑事訴追に
おいて無罪判決が出されていたとしても、collateral　estoppe1ないし二重
の危険によって阻止されるものではないと。本判決は、これと異なるとこ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（558）ろを示唆する範囲において、C吻を否定（disapprove）する。……刑事
訴追における無罪判決は当該被告人が無実であることを証明するものでは
ない。その有罪であることにつき合理的な疑いが存在することを示すだけ
である。……（本件没収手続においては、Xが無許可銃火器取引業に従事して
いたことを証拠の優越の程度にまで立証することができれば足りる。）……刑
事訴訟と民事訴訟における相対的な立証責任の相違が、〔これらが連続し
て行われた場合への〕collateral　estoppe1の法理の適用を阻んでいること
　　　　　（559）は明らかである。……問題となるのは、（本件）没収手続が、〔立法者の〕
意図によれば、ないし本質的かつ必然的に、刑事的かつ処罰的なもの、あ
るいは民事的かつ救済的なものであるかどうかである。これについての解
法は、法律解釈の問題を出発点とする。……（ここで用いるべき基準は、
　（560）
恥毎で示された、以下のような伝統的な二段階基準である。）『当裁判所はこ
れまで、まず、当該制裁手続（penalizing　mechanism）を設けるにあたっ
て、議会が、明示的ないし黙示的に、〔刑事・民事という〕レッテルの一
方への志向を示唆（indicate）していたかどうかを判定することから出発
してきた。……当裁判所は、次に、議会が民事罰を設ける意図を示してい
た場合には、当該法律上の施策（statutory　scheme）が、その目的ないし
効果の点で、その意図を打ち消すほどに処罰的であったかどうかをさらに
　　　　（561）
審査してきた。』……（この基準にしたがって本件を見ると、まず、民事制裁
を志向する議会の意図は明らかである。一方、右基準の第二段階に関しては、）
目的ないし効果が処罰的であることを示す『極めて明白な証拠』だけが、
民事制裁への明示的な議会の志向を覆す（override）ことができるとされ
　　　　　　　　　　　　　　　（562）てきた。……また、κ飢402の漁漉％2において、当裁判所は、一定の考
　　　　　　　　　　（5鵤）慮事項をリストアップしたが、こうした判断をするのにそれらの考慮事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5図）が役立つことは、これまでにも証明されてきているところである。……
（そこで、それに従って判断すると、Xは右議会の意図を覆すだけの処罰的な目
的ないし効果が認められることを示す『極めて明白な証拠』を提示できていな
いことが認められる。）……以上より、当裁判所は、§924（d）に規定され
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た没収手続は、犯罪の実行に対する付加罰ではなく、むしろこれとは別個
の民事制裁であり、本質的に救済的なものであるとの結論にいたった。X
の所有する銃火器に対する§924（d）の没収手続が刑事手続ではない以
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（565）上、それは二重危険条項によって阻止されるものではない。」
　　　　　　　　　　（566）ii　United　States　v．Halper（1989）
（i）事案の概要
　Irwin　Halper（以下X）は、連邦メディケアプログラムの補助金支給対
象患者に医療サービスを提供していた医療研究会社（medical　laboratory
company）の責任者であったところ、その地位に基づき、65回にわたり、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（567）上記補助金の額を水増しして請求したとする連邦刑事虚偽申請法違反の事
実で起訴された。Xは連邦地方裁判所（ニューヨータ南部地区）で審理を
受けた結果、有罪とされ、二年の拘禁及び罰金5000ドルの刑を宣告され
た。その後、合衆国はそれと同一の行為を理由に、Xを相手に連邦民事
　　　（568〉虚偽申請法に基づく訴訟を提起した。審理の末、連邦地方裁判所（ニュー
ヨーク南部地区）は、略式判決により、Xの民事責任（civil　liability）自体
は認定したが、すでに被告人が刑罰の執行を受けていることに鑑み、当該
法規に従って算定された一13万ドルを超える一額をXに支払わせること
は二重危険条項違反となるとして、Xが支払うべき額を過料2000ドル、
二倍賠償・（double　damages）としての1170ドル及び当該訴訟に要した費用
にまで減額した。これに対し、合衆国が跳躍上訴したところ、連邦最高裁
判所は右二重危険違反の点につき原審の判断を維持しつつ、原審の合衆国
の損害額算定に問題があるとして、その判断を取り消し、さらに審理を尽
くすようこれを差し戻した。
（ii）争点
　連邦刑事訴追における有罪判決後の、それと同一の行為に基づく合衆国
を原告とする過料（civil　penalty）支払が二重危険条項に違反することが
あるか、あるとすればそれはどのような場合か
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（iii）判決〔Blackmun裁判官執筆一全員一致一による法廷意見より〕
　　　　　　　　　　　（5肪）　「本件における唯一の課題は、585ドルに相当する虚偽申請を理由にX
に13万ドルの民事責任を負わせることとなる民事虚偽申請法に基づく法定
過料（statutory　penalty）が、二重の危険の観点からする二度目の『処罰』
を構成するかどうかである。……（当裁判所の先例は、虚偽申請法に規定さ
れた手続と過料は、本質的に民事的であり、合衆国の実損害額を超える民事損
失補填（civil　recovery）の法定により、その民事救済が『処罰』になるわけで
はないことを明らかにしている。）……しかし、これらの先例は、当該法律
によって規定された過料が、特定の事件において、合衆国の損害及び諸経
費と較べてあまりに極端で、あまりにこれと乖離しているために、処罰を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（弱9）構成することとなる可能性まで否定しているわけではない。一…・（では、）
過料が二重危険条項の観点からする処罰を構成することがあるか。あると
すれば、それはいかなる事情のもとでそうなるのか。……（刑事手続で科
されるものだけが「処罰」であり、ある手続が刑事手続であるか否かは制定法
の解釈によって決まるとするアプローチは、）二重危険条項が重複処罰を禁止
することによって保障している『人間的な利益』について用いるにはあま
り適していない。……この憲法上の保障は、本質的に個人的な（intrinsi－
cally　personal）ものなのである。これに対する侵害の有無は、国の機関
（machinery　of　the　state）によってその個人に科（課）された実際の制裁の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（570）性質を評価することによってのみ確認されうる。……こうした評価をする
際には、『刑事』『民事』というレッテルはさほど重要ではない。一般的に
は、民事手続においても、救済目的のみならず処罰目的の実現が促進
（advance）されうるし、逆に、刑事制裁が処罰目的と救済目的の双方の実
　　　　　　　　　　　　　　　　　（571）現に資することもありうると理解されている。……処罰の概念は、一般的
な理解によれば、民事法と刑事法という二つの法分野にまたがる（cut
across）ものであり、〔実際に〕賦課された制裁が二重危険条項によって
禁止された二重処罰となるかどうかを評価するためには、その概念の導く
ところに従わなければならない。……簡潔にいうならば、刑事制裁であれ
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民事制裁であれ、当該事件において適用された形での当該制裁が、処罰目
的の実現に資するものであれば、処罰となるということである。……（こ
こでいう処罰目的とは、応報及び抑止である。）……公正に見て単純に救済目
的のみの実現に資するものとは考えられず、むしろ応報ないし抑止目的の
実現にも資するものとしてしか説明がつかない民事制裁は……処罰なので
ある。……いったん刑事訴追において処罰された被告人をさらに民事制裁
にさらすことは、その二つ目の制裁が公正に見て救済ではなく、抑止措置
ないし応報措置の性質を有するものとしてのみ位置付けられるものである
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（572）限り、二重危険条項によって禁止されると考えられる。……当裁判所がこ
　　　　　　　　　　　　　　　　（573）こで宣言するのは、本件のようなレアケースのためのルールである……。
このルールは理にかなうものである。被告人がいったん刑罰の執行を受
け、かつ、その後の手続において支払を請求された過料が国側の損失を補
填するという目的と合理的な関連性をもたず、むしろ……『処罰』に該当
するように思われる場合には、被告人は、その請求された過料が実際に二
度目の処罰となるかどうかを決定するために、国側の損害及び諸経費の額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（574）について釈明（accounting　of）を求めることができる。……また、本日の
判断は同一の行為について前に刑罰を受けていない被告人に対して国側が
過料を一たとえそれが処罰としての性質を有するものであれ一全額支払う
よう請求することを妨げるものではない。その場合にはそもそも二重危険
条項との抵触はない。また、本日の判決は、国側が、過料全額の支払及び
法定刑の上限にいたる刑罰を同一の手続において請求し、獲得することを
防止するものではない。単一の手続においては、二重処罰をめぐる争点
は、当該処罰が立法者によって認められた範囲を超越しているか否かの点
に限定されるのである。……そして、本日述べられた理由は、前に刑事訴
追及び処罰の対象となった行為について、私人が当事者となって民事上の
訴えを提起することまで阻むものではない。私人間の訴訟は、二重危険条
項の保障の契機とはならないのである。換言すれば、……国がある被告人
を刑事訴追し、その者に刑罰を科した後に、それと同一の行為に基づき別
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個の民事訴訟を提起し、そこにおいて国側の損失を補償するという目的と
合理的に関連していない〔内容の〕判決を受けてはならないということで
（575）
ある。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（576）iii　Department　of　Revenue　of　Montana　v．K皿th　Ranch（1994）
（i）事案の概要
　モンタナ州において農場を経営し一ないしそこで働い一ていたRichard
Kurth及びその近親者5名（以下Xら）は、それぞれマリファナの販売目
的所持ないしその共謀の事実で起訴され、モンタナ州地方裁判所において
審理を受け、答弁合意に基づき有罪判決を宣告された。その後、同州歳入
局（DepartmentofRevenue、以下Y）はXらに対する危険薬物税法に基づ
きおよそ90万ドルの支払を求めたが、これに対しXらは行政訴訟を提起
し、さらには破産手続を申し立て、歳入局の薬物税支払請求の根拠及び当
該税法自体の合憲性を争った。モンタナ州破産裁判所は「ある種の（a
form　of）二重の危険」を認定し、Yの上訴を受けた連邦地方裁判所（モン
タナ地区）もこれを維持した。その後、Yは連邦控訴裁判所（第9巡回区）
に控訴したが、これも棄却されたため、さらに上告したところ、連邦最高
裁判所は以下のような判断に基づきこれを棄却した。なお、Scalia裁判
官（及びThomas裁判官）は二重訴追・二重処罰の区別にしたがって二重
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（577）危険条項の射程を限定すべきであるとして、これに反対した。
（ii）争点
　一定の行為を理由に州刑事手続において罰金刑に処された被告人に対
し、後に州がそれと同一の行為について租税を課すことは二重危険条項の
保障する二重処罰の禁止に違反するか
（iii〉判決〔Stevens裁判官執筆一Blackmm、Kennedy、Souter、Gins－
　　burg各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「罰金刑、過料、民事没収、そして租税（taxes〉は全て、一定の共通
した性質を有する。すなわち、政府の歳入を調達し、個人に金銭的負担を
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課し、そして一定の行為を抑止するという佳質である。これらの制裁は全
て憲法上の規制の対象となる。……ここで当裁判所が問題とするのは、本
件租税が、二重危険条項による規制の対象となる処罰としての性質を帯び
　　　　　　　　（578）ているかどうかである。……罰金刑、過料、没収は容易に制裁として位置
付けられうるが、租税はこれらとは類型的に異なる。なぜなら、租税は通
常処罰目的というよりも歳入調達目的に基づ’くものだからである。ただ、
租税と銘打たれた一定の処分も、ある時点から処罰に近似してくるのであ
り、〔本件における〕当裁判所の責務は、モンタナ州の当該薬物税がその
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（579）〔処罰との境にある〕一線を超えているかどうかを判断することである。
　・・税率が高く、抑止目的が存在することは、本件薬物税を処罰と位置付
ける指針とはなる（1end　support　to）が、そのことだけで必然的に当該薬
物税が処罰的となるわけではない。……しかし、本件モンタナ州法〔によ
る租税〕は、それ以外の異常な特徴によって、他の大部分の租税とは区別
されることとなる。まず、本件の租税一と称されているもの一は、犯罪の
実行を条件としている。……（この条件は、歳入を徴収するというよりも一
定の行為を罰したり禁止したりする意図を示すものである。また、先例によれ
ば、この条件の不存在は一定の連邦税を刑事制裁ではなく民事制裁であるとす
る理由の一つとされている。）……本件においては、犯罪の実行が条件とさ
れているのみならず、当該納税義務を生じさせることとなったまさにその
行為を理由にその納税者が逮捕されて初めてこれを課すことができること
とされている。（当該モンタナ州税の対象となるのは、マリファナ所持を理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（謝）に逮捕された全ての者であり、かつ、それらの者のみということとなる。）……
違法行為に対して課される租税は、課税対象行為を規制する効果をもちな
がら歳入調達目的のみを有するとされる類の租税とは根本的に異なる。こ
れはまた、好ましからざる行為を抑止すると同時に金銭を調達するために
課される混合目的（mixed－mo伽e）税とも異なる。……（なぜなら、法律
上禁止された行為に課税する際の歳入調達目的は、）有罪判決に基づいて科さ
れる罰金の額を引き上げることによっても実現することが可能だからで
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（511）
ある。……本件モンタナ州税が異例である理由はもう一つある。（本件租
税は、一種の財産税とされているにもかかわらず、）納税者が課税当時所有せ
ず、所持もしていない物品について課されるのである。……もはやこの世
に存在せず、かつ納税者がかつて一度も合法的に所持していなかった物品
につき、その『所持』を理由に課される租税は、明白な処罰的性質を有す
る。この租税は、犯罪者にのみ課されるものである点で、通常の歳入法規
　　　　　　　　　　　　　　　（582）との乖離が甚だしく、一種の処罰となる。……（租税法における目的は過料
の目的とは全く異なるため、過料の場合に関する磁伽7の基準はここでは働か
ない）……本件薬物税は、犯罪を理由とする処罰の後に課されうる救済的
制裁ではない。むしろ、これは（わが国の歴史と法学に深く根ざした）憲法
上の保障の想定する意味での二度目の処罰であり、……したがって、初め
の訴追の際に課されるのでなければ、全く課されてはならないものであ
る。モンタナ州が薬物所持を理由に納税を得るために開始した手続は機能
的には連続した刑事訴追に等しく、これによりXらを『同一の犯罪につ
　　　　　　　　　　　　　　　（5鴨）き』二度目の危険にさらしたものである。」
　〔Scalia裁判官執筆一Thomas裁判官同調一による反対意見より〕
　「（二重危険条項の）『危険におかれること』との文言は、間接的に
（remotely）であれ、『処罰されること』を意味しない。したがって、この
条項は、文言上、重複処罰を禁止しているのではなく、重複訴追のみを禁
　　　　　　　（5幽）　　　　　　　　　　　　　　　　　（585）止しているのである。・・…・（重複処罰禁止を認めたとされるL魏望の法廷意
見は、「拘禁刑又は罰金刑」という法律の文言に反して「拘禁刑及び罰金刑」が
科された場合につき、それを無効とするに際し、その根拠としてコモンロー、
修正第5条のデュープロセス条項及び二重危険条項を掲げている。しかし、）
その結論をデュープロセス条項のみに基づいて説明することも可能であっ
た。というのも、法定手続の保障は、……科されるすべての刑罰が予め法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5陥）律による授権を経ていることを保障しているからである。・…・・二重危険条
項に規定された連続訴追の禁止によって二度目の訴追自体が禁止される以
上、連続訴追による〔ものに関しては、〕刑の加重からの独自の保護は不
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要であった。しかし、刑事訴追に引き続いて民事手続を行うことは、たと
え一・それによって過料を課す結果となる可能性があったとしても、禁止
されない。……かくして、二重処罰禁止のルールを過料の場合にまで適用
する一同時に、単なる立法者の意図の遵守以上のものを要求する一ことに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（587）より、磁伽7は右ルールにかつてないほど幅広い効果を与えた。・
（私は、前記のように二重危険条項には二重処罰禁止という要請は含まれていな
いと考える。）……一方（instead）、処罰はデュープロセス条項によって法
定の範囲内にとどめられることとなり、そうした法定の範囲のあり方は残
虐かつ異常な刑罰および過大な罰金にっいての各条項によって実体的に規
　　　　　　　（鵬）制されることとなる。……（法廷意見は、最後の部分で、思い出したかのよ
うに（almost　as　an　afterthought）、当該課税『手続』についても言及するが、
　　　　　　　　　（589）そこで前提とされている理解は、これまでの先例から離脱するものである。こ
れは、一定の手続が刑事手続であるか否かを判断する際に用いられてきたκ6η一
％め一肱毎基準や、肋伽7が当該基準を用いなかった理由として示したとこ
ろを完全に無視するものである。）……勿論、当該手続が性質上刑事手続で
あるとする法廷意見の判断が正しかったとしても、この事件を二重の危険
が問題となるべき事件と位置付ける特別の理由はないであろう。非刑事課
税手続において刑罰を科すこと（assessment）は、二重危険条項のみなら
ず、修正第5条及び第6条に規定された、全ての刑事手続上の保障に違反
することとなる。そして、前に一伝統的な意味での一刑事訴追がなされて
いるかどうかに拘らず、その手続は無効となるのである。……本件におけ
るモンタナ州での課税手続にK碗η6み一肱曜基準を適用するならば、当
該手続は二度目の刑事訴追とはならないと解される。そして、モンタナ州
の立法機関がマリファナ所持に対する刑罰に加えてこれらの租税を課すこ
とを授権している以上、これらの租税は一二重危険条項の重複処罰要素と
呼ばれることもある一デュープロセスの一原則にも違反しない。憲法はこ
　　　　　　　　　　　　　（590）れ以上のことを何ら要請していない。」
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　　　　　　　　　　（591）iv　United　States　v．Ursery（1996）
（i）事案の概要
　〔No．95－345〕GuyJ．Ursery（以下X）所有の家屋が違法な薬物取引を
幣助する（facilitate）ために用いられているという合衆国の申立に基づ
き、連邦地方裁判所（ミシガン東部地区）において、右家屋に対する一21
U．S。C．§881（a）（7）に基づく一対物没収手続（in　rem　forfeiture　pro－
ceeding）が行われ、Xは和解の末、合衆国に対し13250ドルを支払った。
一方、右和解直前に、Xは合衆国により、マリファナ製造の事実で起訴
され、同じ連邦地方裁判所で審理を受けた結果、有罪とされ、拘禁刑を宣
告された。これに対し、Xが連邦控訴裁判所（第6巡回区）に控訴したと
　　　　　　　　　　　　　（592）ころ、同裁判所は飾勿67及び、4％s！初によれば、上記881条（a）（7）に規
定された没収処分は全て二重危険条項にいう「処罰」に該当することにな
るため、その後の有罪判決は二重危険条項に違反するとして、これを破棄
した。
　〔No。95－346〕Charles　W．Arlt及びJames　Wrenの両名（以下Yら）
ないしArltが支配的株主である株式会社（Payback　Mines）から押収さ
れ、あるいは名義上その所有にかかるとされている各種財産（various
property、以下「A財産」）に対する民事対物没収手続が連邦地方裁判所
（カリフォルニア中部地区）で進行中であったところ、合衆国はYらに対
し、メタンフェタミン製造の都助、金融証券（monetary　instmments）洗
浄の共謀、資金洗浄（マネーロンダリング）という連邦法違反の事実で公
訴を提起した。Yらは、連邦地方裁判所（同地区）における審理の末、有
罪とされ、刑の宣告を受けた。この間、上記没収手続は、両当事者の合意
に基づき延期されていたが、右連邦地方裁判所は、有罪判決から一年以上
経過した後、合衆国側の略式判決の申立を認容し、A財産の没収を言い
渡した。これに対し、Yらが控訴したところ、連邦控訴裁判所（第9巡回
区）は、右没収が範疇的に見て（as　a　categorical　matter）常に「処罰」と
なるなどとして、有罪判決後の没収が二重危険条項違反となるとして右没
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収判決を破棄した。
　これらの連邦控訴裁判所の判断に対し、合衆国側がいずれも上告したと
ころ、連邦最高裁判所はこれらを併合し、以下のような判断に基づき、二
つの原判決をいずれも破棄した。
（ii）争点
　合衆国が一方当事者となった民事対物没収手続に基づく没収は、二重の
危険の観点からする「処罰」を構成するか
（iii）判決〔Rehnquist長官執筆一〇℃onnor、Souter、Ginsburg、
　　　　　　　　　　　　　　　　　（593）　　　Breyer各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「本件における二つの民事没収（および民事没収全般）は二重の危険の
　　　　　　　　　　　　　（5盟）観点からする『処罰』を構成しない。……（これまで、刑事訴追後の民事没
収を明確に二重危険条項違反であるとした当裁判所の判決は存在しない。また、
刑事訴追後の一定の非刑事手続ないし処分を違憲であると判断した先例もある
が、これらによって、）民事没収が二重危険条項の観点からする処罰を構成
しないとしてきた当裁判所の伝統的な理解が排斥されるものでもない。わ
が国の議会は昔から〔立法により〕、政府が刑事訴訟と民事没収訴訟の双
方を並行して提起することを認めてきたし、当裁判所も、これまで、民事
没収が二重危険条項の観点からする処罰を構成しないと一貫して判示して
きたのである。〔上記違憲判決を通じて、〕当裁判所が、強固に根付いた実
務を違憲とすると同時に、昔からの一貫した先例を覆しながら、そうする
ことを示唆さえもしなかったのであれば、それは極めて異例のものとなろ
う。……（肋伽7では対人的民事制裁（過料）が、働πh　R朋6hでは課税手
続が、そして、4％s伽では過大罰金条項との関係における民事没収が問題となっ
ていたのであり、これらは本件とはテーマが異なるため、本件には適用されな
い。本件のテーマは、）二重危険条項の観点からする対物的民事没収なので
　（595）
ある。……（89F舵礎窺sによって用いられた二段階基準を本件においても適
用する。議会が本件法規により民事手続を意図していたものであることは明白
であるのみならず、この手続が刑事手続とみなされるほど形式・効果の点で処
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罰的であることを示す証拠自体ほとんどなく、『極めて明白な証拠』にいたって
は、全く存在しないといえる。）……当裁判所は、本件における対物的民事
没収が二重危険条項の観点からして、『処罰』でもないし、刑事的でもな
　　　（弱6）
いと考える。」
　　　　　　　　　　（597）v　Hudson　v．United　States（1997）
（i）事案の概要
　John　Hudson、Larry　Barese1、Jack　B．Rackley（以下Xら）は、オク
ラホマ州の二つの連邦免許銀行の役員の地位にありながら、その業務上の
地位を利用して仮装の対第三者貸付を行ったことを理由に、連邦金融監督
局（Office　of　the　Comptroller　of　the　Currency、以下OCC）により、10万ド
ル（Hudson）ないし5万ドル（Barese1、Rackley）の課徴金の支払、さら
に今後連邦預金保険公社に加盟するいかなる団体（insured　depository
institutions）の業務にもついてはならないことをそれぞれ勧告する内容の
通告書の交付を受けた。Xらは、その後それぞれ16500ドル、15000ドル、
12500ドルを支払うこと、OCCその他関連規制機関の書面による承認なく
していかなる公共金融機関の業務にも携わらないことを内容とする「約定
及び同意決定（stipulation　and　consent　order）」に応じ、上記行政手続を終
了させた。一方、その数年後、合衆国は、Xらに対し、上記処分の基礎
とされたのと同一の行為につき、共謀、銀行資金の流用、虚偽の入金記録
作出という連邦法違反の事実で公訴を提起した。連邦地方裁判所（オクラ
ホマ西部地区）は、最終的には一いったんはXらの公訴棄却申立を却下し
たが、Xらの控訴を受けた連邦控訴裁判所が上記制裁のうちの金銭制裁
に関する範囲で当該却下決定を破棄したのを承け一二重危険条項違反を理
由とするXらの公訴棄却の申立を認容した。これに対し、検察側が控訴
したところ、連邦控訴裁判所（第10巡回区）は、1勉伽7を援用したうえ、
本件処分は実際の損害額とさほど均衡を失していないため二重の危険から
する「処罰」にあたらないなどとして第一審の判断を破棄した。そこで、
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Xらが上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき上
告を棄却した。
（ii）争点
　合衆国が、行政処分（通告処分）を課した後に、当該処分の対象者に対
し右処分の基礎となったのと同一の行為にっいて刑事訴追をなすことは二
重危険条項に違反するか
（iii）判決〔Rehnquist長官執筆一〇’Comor、Scalia、Kennedy、
　　　　　　　　　　（598）　　Thomas各裁判官同調一による法廷意見より〕
　「当裁判所は、〔本件における〕各行政手続が民事的であり、刑事的で
はなかったため、二重危険条項は後の刑事訴追に対する障害とはならない
と考える。当裁判所の理由付けは、磁伽7で用いられた分析手法の大部
分を否定し、・・…・かつて打ち出され、陥雇で例証されたルールを再確認
　　　　　（599）するものである。……当裁判所が上告を受理したのは、1％伽7が出され
た結果、先例のない様々な二重の危険に関する争いが生じてきていること
　　　　　　　　（㎝）を憂慮したためである。……（二重危険条項は、r通俗的な意味で』処罰と呼
べるあらゆるものを二度科すことを禁止しているわけではなく、同一犯罪につ
いて刑罰を重ねて科すことを禁止しているのである。）……ある特定の処罰が
刑事的であるか民事的であるかは、一次的には、法律の条文解釈の問題で
ある。……（陥雇は二段階の基準によってこれを判断している。そして、そ
の二つ目の基準による判断をするにあたっては、』4伽40㌶一〃4漉％2の掲げた
7つの考慮要素が有用な指針を提供することとなる。）……ただ、ここで重要
なのは、『これらの要素が法律の文面（statute　onitsface）との関係で考慮
されなければならない』こと……及び、『極めて明白な証拠（the　clearest
proof）だけ』が、立法者の意図を覆し、いったん立法機関によって民事
救済と銘打たれたものを刑罰に変形（transform）するに足る根拠となる
　　　　　　（601）ということである。……（施伽7は、「刑事」処罰であるかどうかの問題を
等閑視している点、課された実際の制裁を問題にしている点において、従来の
判例の流れから逸脱したものである。当裁判所は、1勉伽7は以下の点で誤って
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いたと考える。）……その後の事例を見ても分かるように、ある特定の制裁
が『処罰的』であるか否か、したがって二重危険条項の制約に服するかど
うかを判定する施伽7基準は、うまく働かないのである。……（当裁判
所は、1％伽7後も、あらゆる民事罰が何らかの抑止効を有することを認めてき
ているが、もし1勉膨7基準によるならば、こうした全ての民事罰に二重危険条
項が適用されることとなってしまう。）……また、1勉伽7の分析手法では、
『実際に課された制裁』が問題となる……したがって、二重危険条項の違
反があるかどうかは、被告人が審理を経て判決の宣告を受けるまで判定し
えないこととなる。しかし、刑事手続後に民事手続が行われる場合には、
このアプローチは、二重危険条項がそもそも『二度目の刑事的な処罰を試
みること』を禁止しているという理解と真っ向から対立することとなるの
である。……（飾φ67が防止しようとした害悪の中には、二重危険条項以外
の憲法規定によってすでに対処されているものもある。）すでに個人はデュー
プロセス及び平等保障条項により明確に不合理な制裁から守られている。
　・・過大な民事罰（civil　fines）一没収も含む一からの保障は修正第8条に
　　　　　（602）規定されている。・・…・（本件について伝統的な基準に基づいて判断するに、
本件各処分については、これを『民事的』とするのが議会の意図であったと考
えられる。また、巫伽40㌶一銘σ痂餓で例示された各要素に照らして検討して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（603〉も、この議会の意図を覆すに足る『極めて明白な証拠』は存在しない。）」
　⑯　二重主権論と二重の危険
　連邦訴追後の州訴追ないし州訴追後の連邦訴追は、新たな時代に入って
　　　　　　　　　　　　　（604）も、二重主権論を理由に許容されたが、その理由付けに工夫を凝らしたも
のが見られるようになった。他方、特殊な裁判所における訴追後の各州な
　　　　　　　　　（605）いし連邦による訴追の許否、さらには複数の州による連続訴追の許否など
が新たに問題とされるようになった。ここでは特に、466碗及び肋α孟hを
紹介する。
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　　　　　　　　　　（606）i　Abbate　v．United　States（1959）
（i〉事案の概要
　Louis　J．Abbate及びMichael　L．Falcone（以下Xら）は、電話会社の
設備の爆破を共謀したという器物損壊共謀の事実で起訴され、イリノイ州
の裁判所において審理を受けた結果、有罪とされた。その後、Xらは同
一の事実に基づき、部分的に連邦の管理する施設の爆破の共謀を理由に連
邦訴追を受け、連邦地方裁判所（ミシシッピ南部地区）で審理を受けた結
果、有罪とされた。この後者の有罪判決に対し、X側が連邦控訴裁判所
（第5巡回区）に控訴したところ、同裁判所はこれを棄却した。そこで、X
側がさらに上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき
これを棄却した。なお、Black裁判官は詳細な反対意見を執筆し、War－
ren長官及びDouglas裁判官もこれに同調した。
（ii）争点
　州において訴追されたのと同一の事実に基づく連邦訴追が二重危険条項
に違反するか
（iii）判決〔Brennan裁判官執筆一Frankfurter、Clark、Harlan、Whitta一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（607）　　ker、Stewart各裁判官同調一による法廷意見より〕
　　　　　　　　　　　　（608）　「本件において上告人は．L翻㌶を変更するよう求めている。しかし、当
裁判所はそうすることを拒否する。……（これを覆すべき説得的理由が本件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（609）で新たに提示されているわけでもないし、変更することによってすでにF硫に
おいて確知されていたジレンマに直面することとなるからである。すなわち、）
もし各州がその法律に違反する犯罪行為を自由に訴追することができ、実
際にそのようになされた州訴追によって同一の行為についての連邦訴追が
禁止されるのであれば、必然的に連邦における法執行は妨げられることと
なる。……（本件において被告人は州訴追一3ヶ月の拘禁刑が宣告された一に
よって、最高5年の拘禁刑を科しうる連邦訴追が禁止されるべきであると主張
する。このような不均衡は、本件のように）州の利益よりも連邦の利益の侵
害が大きい場合に生じることが多い。しかし、だからといって、連邦にお
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ける法執行の実効性を保持するために、連邦法にも抵触する虞のある行為
に基づく犯罪については、これを訴追する州の権限を完全に剥奪してしま
うのが望ましいという者はいないであろう。それを認めることは、刑事司
法を実現するための権力の分配に著しい変化をきたすこととなるからであ
る。なぜなら、わが国の連邦主義のもとでは、犯罪を定義しそれを訴追す
る主たる責任を負うのは、各州であるということになっているからであ
る。……かくして、もし二重危険条項が州及び連邦による連続訴追を阻止
するのであれば、連邦機関が、連邦犯罪をも構成する特定の行為について
は州訴追が行われないことを担保しない限り、連邦における法執行は実効
性を失うこととなってしまう。言うまでもなく、連邦機関が、連邦犯罪に
も関係しうる州訴追を全てフォローしていなければならないとすること
　　　　　　　　　（610）は、全く非現実的でもある。」
　〔Black裁判官執筆一Warren長官、Douglas裁判官同調一による反対
意見より〕
　「（法廷意見が堅持する、連邦・州の連続訴追においては訴追されている犯罪
が同一ではないというL碗㌶の理由付けは、私には難解な法的ごまかしとしか
思えない。また、連邦における法執行を確保するために州訴追後の連邦訴追を
認める必要があるとしている点については、それを連続訴追という手段によら
ずに実現することも可能であると考える。）……また、一般には国家と州が個
別に行うことは不可能である性質の行為を、両者の連携によって実行でき
るようにするために、両者が別個の主権であることを認めることにも、私
は納得できない。まず、わが国の各州が連邦から独立している度合が、複
数の国家が相互に独立しているとされる以上のものであるとは考えられな
い。そして、周知のように、ほとんどの自由国家においては、他の国家に
おける有罪が自国における二度目の事実審理を阻止することとなることが
認められているのである。また、わが国の権利章典に規定された、二重の
危険からの保障は、いかなる裁判所においてであれ、いったん無罪ないし
有罪とされた者を再び審理にさらしたり処罰してはならないという全国的
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に適用されるべき広範なpolicyを確保する意図に基づいて定められたも
のであると私は確信している。同一の犯罪にっいて、ある者が二度一州に
よって一度、そして連邦によっても一度一処罰されることは、これら一方
の政府が単独で当該犯罪を理由にその者を二度刑務所に送り込むことと同
じくらい、人間の尊厳を侮辱（affront）し、人間の自由を危険にさらすも
のである。（こうした理解は、同条項制定の過程において、二重訴追が禁止さ
れる要件としての『合衆国の法律に基づいて提起されたものである場合には』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（611）との文言が削除されたことによっても裏打ちされているように思われる。）」
　　　　　　　　（612〉ii　Heath　v．Alabama（1985）
（i）事案の概要
　Larry　G．Heath（以下X）に妻の殺害を依頼された二人の男性は、Xの
妻をアラバマ州にあるその自宅から拐取したうえ、銃殺し、ジョージア州
においてその死体を遺棄した。ジョージア州及びアラバマ州の捜査機関は
協力しつつ並行して捜査を進めたが、その結果、Xはまずジョージア州
により「悪意による（malice）」謀殺の事実で訴追され、有罪答弁を経て
有罪判決（終身刑）の宣告を受けた。その後、アラバマ州が拐取中の謀殺
（murder　during　a　kidnapping）の事実でXを起訴したところ、Xは二重の
危険の抗弁等を提出して争ったが、結局有罪判決（死刑）を宣告された。
Xの控訴を受けたアラバマ州控訴裁判所がこれを棄却したため、Xはさ
らに同州最高裁判所に上訴したところ、同裁判所はこれを棄却した。そこ
で、Xは連邦最高裁判所に上告したが、連邦最高裁判所は以下のような
判断に基づきこれを棄却した。
（ii）争点
同一の行為に基づく複数の州による連続訴追が二重危険条項違反となるか
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（iil）判決〔0’Connor裁判官執筆一Burger長官、White、Blackmun、
　　Powel1、Rehnquist、Stevens各裁判官同調一による法廷意見
　　　（613）
　　　より〕
　「二重主権の法理は、『犯罪』を『ある政府の主権に対する侵犯行為』
とするコモンローの発想（conception）に基礎をおくものである。…・
（これによれば、一つの行為によって二つの主権の『治安と尊厳』を侵害した者
は、それにより二つの異なった犯罪を実行したことになり、それらの二っの犯
罪の両方についてその者を処罰することも正当化されるのである。〉・…・・かく
して、二重主権の法理を適用する際に決定的に重要なのは、ある被告人を
同一の行為（course　of　conduct）に基づいて連続して訴追しようとする二
っの主体（entities）が別個独立の主権であるといいうるかどうかの判断で
ある。この判断は、それら二つの主体がそれぞれ異なる権力（源）から処
罰権限を与えられたものであるかどうかに着目する。……（このような意
味で各州が連邦との関係では独立の主権とされることは、繰り返し当裁判所に
よっても判示されてきている。）……各州は、連邦との関係で〔独立した〕
主権であるのと全く同様に、各州相互の関係でも〔独立した〕主権であ
る。各州の有する刑事訴追の権限は、そもそも連邦（theUnion）に加入す
る前から各州に属しており、後に修正第10条によって各州のもとに保存さ
れた別個独立の権力源に基づくものである。……（各州は憲法によって特
別に合衆国に賦与されたもの以外であれば、その主権を互いに平等に行使でき
るのであり、独自に犯罪を定義し、その犯罪を処罰することもそこに含まれる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（614）そうすることで、他の州の主権を代わって行使したことになるわけでもない。）
　・ある州の有する、定義付けを経てその州の法律を執行することにより
その主権を実現するという利益は、他の州がその法を執行することによっ
ては決して満たされえない。……（連邦と州が独自にその利益を追求しうる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（615）のと同じように、各州相互間でも独自にその利益が追求されてよいのである。）」
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2．検　　討
　さて、上で紹介した連邦最高裁判決によって、どのような形の二重の危
険が表現されているのであろうか。また、これらの判決は、二重の危険の
どのような「発展」を示しているといえるだろうか。そして、二重の危険
を支えるpolicyという点では、ここから何を読み取ることができるだろ
うか。ここでは、このような観点から上記の判決の内容を確認し、1957年
以降の連邦最高裁判決における二重の危険の概要を簡潔に描写したうえ
で、この時期における二重の危険の「発展」を跡付け、そこで表現された
二重の危険を支えるpolicyを洗い出してみたい。
　（1）二重の危険の具体的な目的の明示
　この時代の二重の危険を象徴する一つの判決が、G名6飾である。この
判決により、この保障の「目的」およびその具体的な中身が明らかにされ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（616）た。また、様々な争点につき「二重の危険の目的に照らして」判断すると
いう手法が連邦最高裁判所において頻繁に採用されるようになるきっかけ
を作ったのも、この判決であると考えられる。
　Gz％πによれば、二重の危険は、「ある個人が、その起訴された犯罪に
ついて二度以上事実審理ないしそこで宣告される可能性のある有罪の危険
に置かれることを防ぐために設けられた」もので、その根底にある理念
は、「あらゆる資源と権力を有する国家が、繰り返し、ある個人をその起
訴された犯罪について有罪とする機会をも」つことにより、①その者「を
当惑させ、経済的出費を余儀なくし、苦痛を与え」、②「かっ、不安や不
確実な地位が持続する状態に追い込み」、さらには③「無実であるにもか
かわらずその個人が有罪と認定されてしまう可能性を増大させる」ことを
許さないという理念である。
　これは、訴追側に繰り返し被告人を有罪とする機会を与えた場合には、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（617）被告人に①各種の苦痛ないし負担や②その継続的な地位の不安定が生じる
のみならず、③誤判の可能性が増大してしまうことを掲げ、まさにそうし
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た点を防止するために、事実審理ないし有罪の危険に二度以上さらされな
いという保障が設けられていることを述べたものであると考えられる。
　こうして、二重の危険の具体的な目的は、再訴追に伴う被告人の手続上
の各種の負担を防止し、その地位の安定を図り、誤判の可能性を増大させ
ないようにする点にあることとなった。こうした目的を一Bz識によれば
一英国コモンロー上の二重の危険の目的であり、resjudicataやcollat－
eral　estoppe1の目的とも類似する「判決の終局性を維持する」という目
的と比較するならば、特にその手続上の負担を考慮している点にこの目的
　　　　　　　　　　　　　　　　　（618）（6工9）の独自性が存することが浮き彫りになるであろう。
　ただ、これとは異なり、二重処罰の禁止の場面における二重危険条項の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（620）目的については、「公正の原則」および「終局性の原則」に言及したもの
や、裁判所が処罰を科す際に「立法による授権の範囲を超越しないように
　　　　　　　　　　　（621）する」ものであるとしたものがある。また、手続打切りの場合において
は、被告人の苦痛への配慮と並んで「特定の裁判体によって審理を終結し
てもらう貴重な権利」の保護や、それと正当な判決に向けられた公益等と
のバランスなどが持ち出されることが多く、中には「目的」としては二重
審理ないし二重訴追の禁止を掲げつつ、Gz6碗とは異なる原理が妥当
（肥2）
するとしているものもある。
　このような点からすると、二重の危険の目的は必ずしも統一的には捉え
られていないのではないかとの疑問が生ずる。少なくとも、二重処罰の禁
止の場合と二重訴追の禁止の場合とでそれが異なって理解されていること
は確かであるし、二重訴追の文脈においても、問題状況に応じて、持ち出
される目的が若干異なっているように見える。そうであるとすれば、合衆
国の二重の危険を単一の目的一例えば、被告人の苦痛ないし負担一によっ
て説明し尽くすことは困難になってこよう。
（2）「有罪とされる潜在的可能性」ないし「そのリスク」としての「危険」
二重危険条項にいう「危険（jeopardy）」が何を意味するのか、すなわ
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ち、そこで禁止されているのは、被告人を二度目の「処罰」の危険にさら
すことなのか、あるいは二度目の「有罪判決」の危険にさらすことなのか
という問題については、P7魏が一定の回答を示している。この判決は、
こ重危険条項の「危険」という文言は、「評決のもたらす究極的な法的帰
結〔処罰〕のリスクないし危険」よりも、一度事実審理を受けたのと同一
の犯罪について「有罪とされる潜在的な可能佳、換言すればそのリスク」
に関係しているとする。そして、第1級謀殺で起訴されながら故殺で有罪
とされた場合において、後に、「第1級謀殺につき再度起訴され、事実審
理にさらされることは、軽視されてはならない苦痛」であるとする。
　ここでは、訴追の繰り返しに基づく被告人の苦痛を防ぐことが二重危険
条項の目的の一つであるという前記G名6伽の理解を前提に、「危険」は処
罰よりも①「有罪とされる」②「潜在的な可能性」ないしその「リスク」
を意味しており、いったん事実審理を受けた犯罪にっき「再度起訴され、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（623）事実審理にさらされる」こと自体が「軽視されてはならない苦痛」である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（62の以上、それ自体阻止されるべきであることが述べられているといえよう。
　（3）州の刑事手続への二重危険条項の適用
　　　　　（625）　第二期のjR罐oは連邦における二重の危険に関する基準の州への不適用
を宣言したが、1969年のB6窺o％はこれを変更し、二重危険条項が修正第
14条のデュープロセス条項を通じて州にも適用されることを初めて宣言し
た。すなわち、二重危険条項は、合衆国の「憲法上の伝統（heritage）に
おける基本的な理念を体現」したものであるから、「修正第14条を通じて
州にも適用されるべき」であって、このように「いったんある特定の権利
章典上の保障が『アメリカの正義の構図（scheme　of　justice）にとって基
本的』である」と認定された場合には、「同一の憲法上の基準が、州政府
に対しても、連邦政府に対しても適用される」とした。
　ここでは、ある憲法上の保障が極めて重要である場合には、それを体現
した憲法上の規定が修正第14条のデュープロセス条項に組み込まれ、その
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結果、州にも適用されることとなるという、いわゆる編入理論（incorpo－
rationtheory）が二重危険条項にも及ぶことが明らかにされた。また、本
判決はここで「州にも適用される」というのは、「同一の憲法上の基準」
が連邦のみならず州においても適用されることを意味するものでもある点
　　　（626〉
を確認した。
　かくして、二重の危険に関する一定の連邦基準が憲法の要請するところ
であれば、それは州においても適用されることとなった。これは、二重の
危険に関する連邦の基準とは異なる基準によっていた各州の制定法ないし
判例法の合憲性に関する各種の争いを惹起する原因となった。そして、こ
うした争いの一つが、次に述べる「危険発生時期」の問題であった。
　（4）危険発生時期の特定
　上記．B翻伽を承け、連邦及び州における二重の危険の基準の統一が図
られるようになったが、その基準の一つとして、いつ初めの危険が発生す
るのか、また、これが陪審審理の場合と裁判官による審理の場合とで異な
っていてよいのか等の争いが生じてくることとなった。この危険発生時期
についての連邦の基準を要約して示したのが、1975年のS6廊sであり、
陪審審理の場合につきこれと異なる基準によっていたモンタナ州法を違憲
と判断したのが1978年のB7ε云zである。
　i．まず、髭廊sは、二重の危険に関する「憲法上の様々な目的や
policyが刑事手続上のどの時点から関係してくるか」を確定する指針と
して用いられる「危険の発生」の時点は、陪審審理の場合には「陪審の選
定および宣誓が終わったとき（when　the　jury　is　impaneled　and　swom）」で
あり、裁判官による審理の場合には「裁判所が証拠調べに入ったとき
（whenthecourtbeginsto　hearevidence）」であるとしたうえ、その根拠と
なる考え方として、被告人の有罪・無罪を審理する権限を有する審理者の
面前において手続が開始されることにより「有罪と決定されるリスク」が
　　　　　　　　　　　（627）発生するとの理解を示している。
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　このように、被告人の有罪・無罪を審理する権限を有する審理者の面前
における「手続」の開始が「事実審理」の開始を意味するのであれば、陪
審審理の場合であっても、陪審の面前で証拠調べが開始された段階で危険
が発生するものとしてもよいのではないかという疑問が当然生じてこよ
う。まさにそのような疑問への回答を示すこととなったのが、1978年の
βz庶であった。
　ii．B麟zは、二重の危険に関する連邦基準が二重危険条項による保障
の「必要不可欠な構成部分（integral　part）」であるかどうかが問題である
とした上、被告人の「いったん選定された陪審を保持する利益」ないし
「特定の裁判体によって事実審理を完結してもらう貴重な権利」の重要性
に言及しつつ、これに支えられた陪審の選定・宣誓の終了によって危険が
発生するという連邦基準が二重危険条項の保障の確定的な構成部分である
ことを明示する。すなわち、この連邦基準は、上記のような利益を反映
し、二重危険条項において関心が寄せられている「裁判の終局性、刑事公
判という心痛を伴う体験にさらされ困惑させられる機会を最少限にくいと
めること、いったん選定された陪審で審理を続け（させ）る貴重な権利」
というものが結びついて形成されたものであるから、「単に二重の危険の
関心の周縁部分（periphery）に属するもの」ではなく、その「憲法上の保
障の必要不可欠な構成部分」となるとするのである。
　この判決は、B8蛎oηは一定の連邦基準が無条件に州において適用され
ることを示唆したわけではないこと、その基準が州においても適用される
ためには、それが当該「憲法上の保障の必要不可欠な構成部分」でなけれ
ばならないことを示している。そして、こうした観点から、本件連邦基準
は被告人の各種の権利や二重の危険の保障が向けられた様々な利益を保障
するのに重要な役割を演じているため、二重の危険における「必要不可欠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（628）な構成部分」となるとしたものであると解される。
　m．かくして、危険の発生は、陪審審理については陪審の選任および宣
誓が終了した時点で、また裁判官による審理の場合には裁判所が証拠調べ
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を開始した時点で認められることとなった。
　さて、このように危険の発生が認められて初めて「二重の」危険を考え
ることも可能となるが、危険発生後の全ての再訴追が二重危険条項によっ
て禁止されるわけではない。初めの危険の発生は、二重危険条項が再審理
を阻止するか否かについての審査の「終点」を意味するのではなく、その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（629）「起点」ないし「出発点」を意味するに過ぎないのである。このような理
解に基づき、次に「二度目の訴追」ないし「二度目の処罰」が二重の危険
の目的に照らして許されるかどうかが審査の対象となる。以下に検討する
判決はその点の判断を示したものである。
　ところで、「二度目の危険」を問題とするにあたって、「初めの危険」の
「継続」やその「消滅」・「終結」を問題とする余地はないのであろうか。
この点、法廷意見において初めの危険の「終了（temination）」という表
　　　　　　　　（630）現を用いたものもあり、上訴審における有罪破棄後の再訴追の事案につ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（631）き、「継続する危険」ないし「危険の継続」の概念に明確に言及している
ものもあるところからすると、こうした問題意識も場面によっては反映さ
れているといえよう。
　（5）Mistrial後の再審理の許否の判断基準の具体化
　Mistria1（審理無効）による手続打切り後の再訴追（特に再審理）をめ
ぐっては、連邦最高裁判決上初めて再審理が違憲とされたことや、再審理
の許否を判断する基準が状況に応じて使い分けられるようになったこと、
その基準を定立する際の指針として、あるいは実際にそれを適用する際に
それを調整する要素として様々な利益が掲げられるようになったことが特
徴として掲げられよう。
　i．1963年のPoω％窺は、審理無効後の再審理を違憲とした最初の連
邦最高裁判決である。この判決は、①陪審を解散すべき「重大な（imperi－
OUS）必要性」が認められる場合には、「特定の裁判体によって審理を完結
してもらう被告人の貴重な権利」も公益に道を譲らねばならないこと、②
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「被告人を有罪とするためにより有利な機会を訴追者に与える目的」で連
続訴追がなされたり審理無効が宣告されたために被告人が「苦痛」をこう
むる虞がある場合などの極端な場合以外でも再審理が禁止されうること、
③「評決前に陪審を解散する裁量権」は「異常かつ強烈な事情の下での
み」行使されなければならないことを述べる。そして、検察側の過失に基
づく証人欠席を理由に審理無効が宣告された場合というのは、「正義の促
進のために事実審裁判所が健全なる裁量権を行使」した場合とは状況が異
なり、むしろ「単純に検察官が有罪とするに足る証拠を持たずに審理に取
り掛かった」ものといえ、「検察官が陪審選任の直後に証拠が不十分であ
ることに気付いた場合と、証人の一部ないし全部を取り調べた後にそれに
気付いた場合」とを区別する合理的な理由がない以上、この場合には「前
の危険に関するルール」が適用されるとする。
　この判決は、連邦最高裁が初めて実際に審理無効後の再審理を違憲とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総2）たものである点で重大な意義を有するが、それ以外にも、P6鷹基準にお
ける「明白な必要性」を「重大な必要性」としている点、少なくとも「被
告人を有罪とするためにより有利な機会を訴追者に与える目的」で審理無
効が宣告され、それにより被告人が「苦痛」をこうむる虞がある場合には
再審理が禁止されることを宣言すると同時に、それ以外の場合にも二重危
険条項は作用する余地があることを確認している点、「異常かつ強烈な事
情の下でのみ」評決前の陪審解散の裁量権が行使されるべきであるとして
いる点、さらに本件のような検察側の過失による訴追を、証拠不十分で検
察側が訴追をなした場合と位置付けている点に特徴があるものといえよ
う。
　一方、これらのうちの最後の点にClark裁判官は反対し、検察官の軽
微なミスにより犯罪者が放免されるのは「公的正義の目的」の要請すると
ころではなく、むしろ「検察官が国民を代表して主張を提示する十分な
（fair）機会を有し、その結果実体判断を獲得すること」こそがその要請す
るところであって、「陪審の宣誓前に証人の出廷の有無を確認しなかった
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という検察官の行為」（の蝦疵）が、被告人の「諸権利を剥奪し、実体審
理なくして無罪評決を上告人に付与するほどに重大なものであるか」が間
　　　　　　　　　　　（633〉題とされるべきであるとしている。
　ii．1971年の力魏は、再審理を違憲とした二つ目の例である。そこで
は、①刑事裁判の運営困難性に鑑み、被告人の同意なき陪審解散の場合に
常に再訴追を禁止するという機械的なルールは採用しないこと、②二重の
危険のpolicyが「検察ないし裁判所の行き過ぎ（overreaching）」を防止
している一方、③「裁判官や検察官の害意の行為の脅威」とは関係なく審
理無効事由が生じた場合には、被告人の「陪審にそのまま事件を委ねるべ
きかどうかを決定する重大な利益」が重視され、その結果、（a〉被告人
自身が審理無効宣告に同意したならば右の利益の侵害はなく、通常は再訴
追は許容されること、他方、（b）それに被告人が同意しなかった場合に
は、彪鷹基準に従って再訴追の許否が決せられることとなることを述べ
る。そして、この場合には彪鷹の明白な必要性の法理が事実審裁判官
に対し「司法裁量権の周到な行使」の結果「手続の継続が公的正義の目的
の実現に役立たない」ことが判明しない限りは、職権で審理無効を宣告し
ないよう要請しており、裁判官は「被告人が自己（の運命）に有利に構成
されていると信じている可能性のある裁判体の評決によって社会との対峙
を完全に終結させうる」ことの重要性に配慮して、そうした判断を常に
「調整」しなければならないとするのである。そして、当該事件において
は、事実審裁判官は審理の延期（continuance）の可能1生に全く配慮せずに
審理無効を宣告したもので、右裁量権を濫用したものであるから、再審理
は二度目の危険に該当するとした。
　ここでは、裁判官ないし検察官の「害意の行為」によらずに審理無効事
由が生じた場合に「貴重な権利」が被告人の「陪審にそのまま事件を委ね
るべきかどうかを決定する重大な利益」をも意味することが明示されてい
　　　　　　　　　　　　　　（脳）る点、検察ないし裁判所側の「行き過ぎ」がある場合には再訴追が禁止さ
れることを前提に、そうした「行き過ぎ」がない場合でも再審理が禁止さ
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れうることを確認している点、再審理の許否については被告人が審理無効
宣告に同意した場合と同意しなかった場合とで異なった基準によって判断
されうることを示している点、後者の場合に適用される「彪縦の明白性
の法理」の要請として、「公的正義」の点のみを指摘している点、さらに
その判断を被告人の利益に配慮して「調整」すべきであるとの視点を提示
　　　　　　　　　（635）している点が重要であろう。
　iii．1973年のSo窺67∂歪ll6は、「公的正義」のpolicyに沿った一般的基
準としては、「検察側の操作（manipulation）に役立つ形で、一定のルール
や蝦疵ある手続を理由に審理無効が宣告された場合」はともかく、少なく
とも「陪審が公平な評決にいたることができないような場合や、たとえ陪
審が有罪評決にいたることができるとしても上訴により常にその有罪が破
棄されることになっているような場合」には、事実審裁判官は審理無効を
宣告でき、再審理も禁止されないという基準が抽出できるとする。また、
「初めに選任された陪審によってその運命を決定してもらう被告人の利益」
の重要性に鑑み、「危険発生後に刑事手続を打ち切る事実審の判断は、
軽々しく下されてはなら」ず、被告人の側に付加的な利益がない場合でも
「適切な司法運営という重要な反対利益」が存在しない場合には被告人は
再審理の阻止を主張できる一方、審理無効宣告によって合理的な州のpol－
icyが実現され、そこで打ち切られた手続が後の上訴で維持しえないよう
な評決にしか到達しえないものである場合には、「評決まで到達する」と
いう被告人の利益は「公的正義への要求」に道を譲ることとなるとする。
そして、この基準によれば、当該事件における手続上のヨ暇疵は公平な評決
や上訴によっても維持されうる有罪評決を阻む可能性があったため、二重
危険条項によって再審理は阻止されないとした。
　ここでは、明確に利益衡量アプローチが採用されているのみならず、衡
量されるべき被告人側及び検察側の各種の利益が明示されている点や、
「公的正義のpolicy」に沿った基準として、「陪審が公平な評決にいたる
ことができないような場合」や、そこで陪審が到達しうる有罪評決が常に
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上訴により破棄される佳質のものである場合に審理無効が宣告されたなら
ば、後の再審理は禁止されないという基準が提示されていることが注目さ
（636）
れる。
　iv．1976年のz）初鷹は、被告人の請求に基づいて審理無効が宣告され
た場合には、職権審理無効宣告の場合とは異なる考慮が妥当し、当該事案
において審理無効の理由となった弁護人の排除決定が、被告人に「審理無
効を申し立てるように仕向ける（goad）」ために、あるいは「被告人の無
罪の期待を侵害する」ためになされた「害意ある行為」にあたらないため
再訴追が許容されるとした。すなわち、①検察官や裁判官の手続上の暇疵
を理由に被告人が自ら審理無効を請求することは二重危険条項の保障の放
棄を意味しない、②二重の危険の観点からは、理疵が生じた後の手続経過
を被告人が「主として支配できる地位にある」（retainprimarycontro1）こ
とが重要であり、逆に、検察側の行為が「被告人の審理無効の請求を引き
出し、それにより重複訴追に伴う重大な負担を負わせるという意図」に基
づいていた場合には二重危険条項の適用がある、③当該条項は裁判官や検
察官の「害意ある行為（bad－faithconduct）」により、裁判所が「被告人を
有罪とするためにより有利な機会を訴追者に与える目的」で連続訴追を認
めたり審理無効を宣告したりして「被告人に苦痛を与える」虞がある場合
に再審理を阻止するものであるとする。また、被告人の請求ないし同意の
有無による再審理の許否の判断基準の区別が二重危険条項と矛盾しない理
由として、（a）裁判官ないし検察官の手続上の環疵により、「無罪を確保
するという被告人の期待」が侵害される可能性がある場合であっても、被
告人は、そのまま手続を継続し、陪審の無罪評決をもって訴訟を終結させ
る可能性を選択することができ、（b）職権審理無効宣告の「明白な必要
性」が存在しない場合には「被告人がこのようなルートを選択する権利」
を重視すべきであるが、（c）逆に、「裁判官ないし検察官の（手続上の）
報疵」がある場合で、そのまま最後まで審理を継続し、陪審の評決を獲得
する利益がほとんどない一手続の継続により、有罪判決、それに引き続く
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長期間に及ぶ上訴、そこで有罪破棄を獲得した場合の再訴追という状況し
か考えられない一場合において被告人が審理無効を請求することは、「二
重危険条項によって保障される利益一重複訴追によってもたらされる不
安、出費、遅滞（時問の空費）一と類似した目的を有する」ことを掲げて
いる。
　ここでは、被告人が自ら審理無効を申し立てた場合につき後の再審理の
許否を判断する際には、手続上の毅疵が発生した後の手続を被告人が「主
として支配できる地位にあ」ったかどうかが重要であること、これに対し
て検察側の行為が「被告人の審理無効の請求を引き出し、それにより重複
訴追に伴う重大な負担を負わせるという意図」に基づいていた場合やさら
には「害意ある行為（bad－faithconduct）」により、裁判所が「被告人を有
罪とするためにより有利な機会を訴追者に与える目的」で再審理を認める
場合や「被告人に苦痛（嫌がらせ）を与える」虞がある場合には再訴追が
禁止されるとしている点一これは力撹の基準とD伽彫〃zの基準を組み
合わせたものである一及び被告人自身の審理無効請求の場合に再審理が許
容され易くなることが二重の危険の保障する利益と矛盾するものではない
　　　　　　　　　　　　　　　（637）ことを指摘している点が特筆に価しよう。
　v．1978年の防sh初gホ碗は、①被告人の意思に反して審理無効が宣告
された場合であっても、検察官がその「明白な必要性」を立証した場合に
は、その後の再訴追が許容されること、②ここでの「必要性」にも「程度
（degree）があり、審理無効が適切であると結論付けるためには「高度』
（の必要性）がなければならない」こと、③「高度」の必要性に達してい
たかどうかについては、簡単に解決できる場合とそうでない場合とがあ
り、（a〉検察官がその立証を補強するために審理無効を請求する場合一
例えば、審理無効の理由が、検察側の重要証拠が提出不能であることや、
検察官が被告人に対しこれを苦しめるため、ないし戦術的に優位に立つた
めに国家側の資源面での優位を活用しようとしていると目されることにあ
る場合一には、最も厳格な基準が妥当するが、（b）純粋な陪審評決不成
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立のような場合には、公平な陪審に対し証拠を提示する一回の完全で公正
な機会を検察官に与えるという公益への配慮のみならず、事実審裁判官に
広範な裁量権を行使させる「強い理由」があるため、より緩やかな基準が
妥当し、再審理が許容され易くなることを述べている。すなわち、「評議
の続行により公正な評決が得られる可能性がある場合に裁判官が陪審を解
散してしまうことは被告人の『特定の裁判体に審理を完結してもらう貴重
な権利』を剥奪する」が、「評議が長引き、消耗度が高まった段階におい
て、陪審がなお評決に到達し得ない場合に、裁判官がこれを解散させない
ことになれば、陪審貝全員の判断ではなくその状況に内在する各種のプレ
ッシャーが評決を決定してしまう危険」があり、「審理無効の『必要性』
についての上級審の見解が事実審裁判官の見解とは異なる場合に常に被告
人の再審理が阻止されるとすれば、自己の誤った判断がもたらす重大な社
会的帰結を熟知した事実審裁判官が、陪審の膠着状態を強制的な手段を用
いて打開しようとする」可能性があるため、こうしたルールは「正当な判
決」に到達するという公益を侵害する虞があるとするのである。そして、
弁護人の発言が陪審に予断をもたらしたと判断された本件のような場合に
は、上級審がこうした判断を尊重することは、「公平な司法運営という優
越的利益」の要請でもあり、それは、事実審裁判官が「陪審選任手続の段
階」で「陪審員を見、その発言を聞いていた」し、「審理の対象となって
いる事件の背景や証拠に最も通じて」おり、「弁論の調子を一まさにそれ
がなされている瞬間に一耳にし、陪審員の外見上の反応をも観察」してい
たのであるから、事実審裁判官こそ「が当該判断に関連する要素に最も通
　　　　　　　（盤8）じて」いるからであるとする。ただ、この判決によれば、上級審は被告人
の「貴重な権利」を守る任務を果たすため、「事実審裁判官が『健全なる
裁量権』を行使したとの確信」を得なければならないが、記録上明確に残
るように明白な必要1生の決定（ruling）を出しておくことや、健全なる裁
量権行使の全ての要素を記録上明らかにしておくことは不要であるとされ
た。
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　ここでは、①施鷹基準の「明白の必要性」を「高度の必要性」とし、
その（重い）立証責任は検察官が負担することを指摘していること、②そ
の「高度の必要性」については、検察官がその立証を補強するために審理
無効を請求する場合のように最も厳格な基準が適用されるべき場合と、純
粋な評決不成立の場合のように、より緩やかな基準が適用されるべき場合
があること、③後者の場合に厳格な基準によらなくても良い理由として、
「公平な陪審に対し証拠を提示する一回の完全で公正な機会を検察官に与
えるという公益」への配慮のみならず、事実審裁判官に広範な裁量権を認
めるべき「強い理由」一「正当な判決」に到達するという公益の維持、陪
審解散の是非の判断の際に考慮される諸要素に最も通じているのは事実審
裁判官である等の理由一が存在することを述べている点、また、そのよう
な場合であっても審査審は「事実審裁判官が『健全なる裁量権』を行使し
たとの確信」を得なければならないとしている点、さらには審理無効宣告
の際に、必ずしも明白な必要性の認定（決定）等を出しておく必要はない
　　　　　　　　　（639〉としている点が重要であると考えられる。
　vi．1982年のκ6％％6みは、検察官（ないし裁判官）の意図のみならず害
意ある行為・苦痛（harassment）を考慮するP初ぬ基準は、「意図のみを
基準とするものに較べ、例外をより多く認める比較的一般的な基準」であ
るが故に、「その適用の基準が全く示されない」という難点があるのみな
らず、①被告人の申立に基づく審理無効宣告が必ず後の二重の危険に基づ
く再審理阻止の試みを伴うことを熟知している事実審裁判官が、当該申立
を認容するのを躊躇するようになる可能性があること、②審理無効事由が
ある場合には、被告人は有罪判決に対して効果的に上訴することができる
場合が多いが、こうした上訴及びそれが成功した場合のその後の手続は、
「二重危険条項によって被告人に保障された利益一不安の長期化からの保
護、検察側（の立証）と対峙しなければならないのが一度だけであること
一」を大幅に損なうことなどから、被告人に利益となるとは必ずしもいえ
ないとする。そして、これに対し、「検察官の意図を審査する基準」は、
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①裁判所に一定の事実の認定を求めているだけであり、客観的な事実と状
況から意図の存在または不存在を推認することは、合衆国の裁判所におい
てよく行われていることであるから、この基準の方が適用の点で扱いやす
く、②二重危険条項に関する間題は、州裁判所のみならず連邦裁判所にお
いても審査の対象となる以上、「容易に適用できる法理」が望ましいとす
る。そして、P初痂で再訴追を禁止するのに十分であるとされた、被告
人に苦痛を与える、ないし「行き過ぎ（overreaching）と目される検察官
の行為」があったとしても、「二重危険条項によって認められた保障を覆
す意図」一「被告人に審理無効を申し立てさせる意図」一が検察官にない
限り、被告人の再審理は禁止されないとする。
　ここでは、P鰯孟2基準にかわり、検察官に「二重危険条項によって認
められた保障を覆す意図」一「被告人に審理無効を申し立てさせる意図」
一がない限り再審理は許容されるとする基準が採用されたこと、その結
果、こうした意図が（証明され）ない限り、「行き過ぎ」や被告人に「苦
痛を与える」行為があったとしても、再審理は許容されることとなること
を指摘した点が特に重要であろう。
　一方、Stevens裁判官は、①「意図」の立証が不可能に近いこと、②
「意図」基準では、被告人の利益が公益を凌駕する場合一例えば、「有罪を
得られないとしても、被告人を刑事手続による苦痛、出費、試練におくこ
とに検察官が関心がある場合」や、「有罪を獲得するには十分」であるが
その破棄を基礎付けるにはいたらない「不公正な偏見」を審理に持ち込む
ような場合一も再審理が許容されてしまうこと、③「行き過ぎ」の例外の
認定はさほど困難ではないことなどを指摘して、それが必要とされるよう
な「極限的な事例」に備えて「行き過ぎ」ないし「苦痛」の例外も残して
　　　　　　　　　（段m）おくべきであるとしている。
　vii．かくして、この時代においては、審理無効後の再審理が二重の危険
を理由に実際に阻止されうることが示された。また、利益衡量のアプロー
チが明確に採用され、そこで衡量される利益も明示されるようになった。
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そして、審理無効宣告一ひいてはその後の再審理一の適否を判定する基準
が、具体化、個別化されるようになった。その結果、①手続を「主として
支配できる地位にあ」った被告人が自ら審理無効宣告を選択した場合に
は、そうした選択を誘発する検察官の意図の存在が被告人によって証明さ
　　　　　　（劔1）
れた場合を除けば、後の再審理は許容される可能性が高くなり、他方、②
被告人の意思に反し、職権ないし検察官の申立に基づいて審理無効が宣告
された場合については、（若干読みかえられた）距z6z基準が妥当し、当該
審理無効宣告及び後の再審理が許容されるためには、「明白な必要性」一
「重大な必要性」・「高度の必要佳」一ないし「公的正義の目的」の存在が
検察官によって証明されなければならないこととなったのである。
以上第6回
（553）　なお、本稿では取り扱う余裕がないが、この時代においては少年手続／処分と
二重の危険の関係についても問題とされるようになった。この点に関する代表的な
最高裁判決としては、Breed　v．Jones，421U．S．519（1975）やSwisher　v。Brady，
438U．S．204（1978）などがある。なお、この点につき、正木祐史「少年手続にお
ける二重危険禁止の理論序説」一論124・1・121（2000）など参照。また、B昭吻
につき、中野目善則・米国刑事判例の動向（1）〔渥美東洋編〕（以下「動向
　（1）」）・434（中央大学出版部、1989）参照。
（554）非刑事手続／処分と二重の危険に関する判例としては、刑事法廷侮辱と民事法
廷侮辱が問題となった一が、州法上の解釈に疑義が生じたので二重の危険に関する
判断を回避した一Colombo　v．New　York，405U．S．9（1972）や、刑事手続におい
て無罪とされた密輸入の事実中に包含されており、当該密輸入の対象物品とされて
いた加工済エメラルド及び指輪に対する合衆国による民事没収手続に関するOne
Lot　Emerald　Cut　Stones　v．United　States，409U．S．232（1972）（hereinafter　O％6
Lo渉S！oη召s）や、特別の陪審手続により「凶悪性犯罪者（sexually　violent　preda－
tors）」と認定された者に対する非刑事拘禁（civil　commitment）を認めたカンザ
ス州法に関するKansas　v．H：endricks，521U．S．346（1997）（hereinafter∬6％・
4吻淘s）や、それと同種の規定を有するワシントン州法に関するSeling　v．Young，
531U．S．250（2001）がある。なお、旋％伽6たsにおいては、当該州法の合憲性を
肯定するに際し、①本件州法は本質的に非刑事的であり、そこで規定された拘禁決
定手続は二度目の訴追とならない、②本件州法に基づく拘禁は「処罰」に該当しな
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い、③βlo6妨％堰67基準は、連続訴追の場面以外では適用されない一当該州法は、
前に有罪判決の基礎となった犯罪の要素と比較されうるような要素をもつ「犯罪」
を規定したものではないし、特定の「犯罪」の実行を拘禁の要件としているわけで
　もない一との判断が示された。S66地η47嫉s，521U．S．，369－370．なお、日本語文
献として、早野暁「判批」比雑33・1・217（1999）がある。
（555）　465U．S．354（1984）（hereinafter89j砺紹α7窺s）．
（556）　Coffey　v．United　States，116U．S．436（1886）（hereinafter　C吻〉．
（557）すなわち、二重危険条項を適用したものとも読めるし、res　judicataによった
　ものとも読めるのである。これは、1800年代においてこの点の議論がさほど成熟し
ていなかったことによるものだと思われる。なお、拙稿「アメリカ合衆国における
二重の危険の発展過程（以下「発展過程」）（2）」早法77・2・59、68（2001）及び
同「発展過程（3）」早法77・4・137、159（2002）もこの点に関する理解の混乱を
示しているが、現在ではやはり率直に「特定できていない」と読むべきであると考
　える。
（558）
（559）
（560）
（561）
（562）
89E解召7解s，465U．S．，at361．
ノヒ1．at361－362．
United　States　v．Ward，448U．S．242（1980）（hereinafter肱名4）．
89E形αγ郷s，465U．S．，at362－363．
Kennedy　v．Mendoza－Martinez，372U．S．144（1963）（hereinafter〃16擁o詔
一ル勉π勉ε2）。
（563）具体的には、「当該制裁が、積極的な無能力化ないし制約を伴うかどうか、そ
れが従来より刑罰と考えられてきたか、故意（損害発生についての認識・知情
scienter）が認定されたときにのみ問題となるか、それにより伝統的な処罰の目的
一応報及び抑止一の実現が促進されるか、その対象となる行為が既に犯罪とされて
いるか、当該処分と合理的に結び付けることが可能な上記〔応報・抑止〕以外の
　（altemative）目的を持ちうるか、その目的に鑑みて当該処分が行き過ぎ（過重一
excessive）であると考えられるか」の7項目である。89π名2醗窺s，465U．S．，at
365n．7（g％o！初g〃吻40gα一〃4πづ麗g，372U．S．，at168－169）．
（564）
（565）
（566）
（567）
（568）
（569）
（570）
Zヒノ。at365．
14．at366．
490U．S．435（1989）（hereinafterノ血ゆ67）
18U．S．C．§287．
31U．S．C．§§3729－3731．
磁ゆ67，490U．S．，at441－442．
躍．at446－447．なお、この箇所に付された注においては、「特定の民事制裁が
刑罰となるかどうかを決定する際に考慮されなければならないのは、当該制裁がい
かなる目的を実際に実現しているかであって、その制裁を導くための手続がいかな
る本質を有しているかではない」とされている。擢．at447，n．7．
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（57玉）このようなものとして、法廷意見は、民事事件における懲罰的損害賠償
　（punitive　damages）及び刑事事件における厳格責任（strict　liability）犯罪を例
示する。∠4．at447，n．8．
（572）　　厄．at447－449．
（573）　「合理的関連性」の基準が意味を持ち、二重の危険の保障が働くのは、極めて
　多数の虚偽申請がなされた場合に限られるということを法廷意見も認めている。
　ノ4。at452，n．12。
?????「㌦ ノヒノ．at449．
ノヒノ．at450－451．
511U．S．767（1994）（hereinafterκz厩h1～伽oh）．
なお、Rehnquist長官は、当該課税が歳入目的および正当な抑止目的に資する
ものである以上、純粋なる租税であり、処罰ではないなどとして法廷意見に反対し
た。また、0℃onnor裁判官は、①磁φ67で示された基準によるべきであり、そ
の基準によれば本件における課税は処罰とはいえない、②このような場合に個人を
国側の行き過ぎ（overreaching）から守るものとしては、すでに過大罰金条項が
あるのであるから、あえてこれを二重危険条項によって保護する必要はないなどと
して、同じく法廷意見に反対した。擢．at785－791（Rehnquist，」．，dissenting）．??????K銘ガh1～伽6h，511U．S．，at778．
ノと！．at　779－780．
Zび。at781－782．
ノi4．at782．
ノヒノ．at783．
ノ；1ノ．at784．
羅．at798（Scalia，Thomas，JJ．，（iissenting）．
魚勿漉Lange，85U．S．（18Wall．）163（1874）（hereinafter加ng6）．
Kπ吋h　R伽oh，511U．S．，at799．
14．at801－802。
ノヒノ．at803．
すなわち、二重処罰禁止における「処罰」を科すための手続であれば、全て
「刑事訴追」となり、それが「処罰」であるか否かは、当該処分が「応報及び抑止」
の目的に資するかどうかによって決せられるという理解である。後者の基準は
飽膨7で示されたものであるが、これはK6銘麗み一肱曜基準にあっては一つの
判断要素でしかなく、それのみでは決定的ではないとされていたものであった。
Z4．at803．磁伽7は、その点に配慮して、当該事件においてはκ飢％6の一肱z4
基準は適用されないとしていた。∬⑳67，490U．S．，at447．なお、κ6π彫み一肱曜
基準とは、砿飢40観一砿召漉彫2で用いられた基準と防毎で用いられた基準を組
み合わせたものであるから、本来はκ伽402α一妬観劾6ε一陥毎基準とでもいうべ
きものであるが、それでは呼称として長すぎるため、あるいは、三つの事件の基準
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を用いているかのように見える虞があるため、前者の事件の反対当事者たる碗陥
麗みの呼称を用いてこのように呼ぶにいたったものであると考えられる。本稿で
　もこの呼称にしたがうものとする。
（590）　Kz6材h　R‘z多z6h，511U．S．，at807－808．
（591）518U．S．267（1996）（hereinafter　U鴬6η）．なお、後述するとおり、本判決
　は、United　States　v．Ursery（No．95－345）とUnited　States　v．＄405，089．23in
United　States　Currency（No．95－346）の二件につき、あわせて判断を示したもの
　である。
（592）　Austinv．United　States，509U．S．602（1993）（hereinafter、4％s！」％）．この判
決は、当時の21U．S．C．§881（a）（7）一及び§881（a）（4）一に規定された没収
処分が、修正第8条の過大罰金条項の観点からする「処罰」であるとしたものであ
　る。
（593）　なお、Kennedy裁判官の補足意見は、民事没収も処罰となる余地はあるが、
道具（instrumentality）没収法における没収は、それが当該道具の所有者自身の
犯罪実行の有無とは結びついていないため、処罰を構成しないとする。U驚拶，
518U．S．，at292－297（Kennedy，」．，concurring）．一方、Stevens裁判官の一部結論
　同意・一部反対意見は、本件における争点を考える際には、対物的・対人的という
区分に左右されるべきでなく、むしろ没収の対象物件を法禁物、犯罪によって得ら
れた物（proceeds）、犯罪の実行の際に利用された（played　a　part）物の3種類に
区分したうえで考えるべきであるとする。そして、これによるならば、Xの家屋
は法禁物や犯罪によって得られたものに該当せず、合衆国による当該家屋の没収と
　その家屋の価値の間に何らの関連性もないため、当該家屋の没収処分は二重危険条
項の観点からする処罰を構成し、違憲であるとする。配．at297－321（Stevens，J。，
concurring　in　the　judgment　in　part，dissenting　in　part）．
（594）配．at270－27L
（595）∠4．at287－288．
（596）擢．at292．
（597）　522U．S．93（1997）（hereinafter　E％ゐo％）．
（598）　なお、Stevens裁判官の結論同意意見は、「同一要素の基準」に基づいて「同
一の犯罪」か否かが問題とされるべきであったとする。厄．at106－112（Stevens，
」．，concurring　in　the　judgment）．また、Souter裁判官の結論同意意見は「極めて
　明白な証拠」の要件は、その反対の趣旨の証拠の強度との相関において判断すべき
　であることを述べており（14．at112－114（Souter，J．，concurring　in　the　judg－
ment）〉、Breyer裁判官（Ginsburg裁判官同調）の結論同意意見は、当該処分が
「刑事的」かどうかは、κ醜40zの銘α漉nε2基準（のみ）で判断すべきであって、
　「極めて明白な証拠」という要件は不要であること、文面上は民事的（civil）な罰
則が、特別な適用の仕方をされることによって刑事的になることもありうることを
述べた（擢．at　l15－117（Breyer，Ginsburg，JJ．，concurring　in　the　judgment））。
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????????????ノ14．at　g5－96．
ノと！．at　g8．
14．at　g9－100．
1；4．at100－103．
ノ；4．at103－105．
たとえば、連邦訴追（無罪）後の州訴追に関する一ここでは、州訴追における
　連邦公務員の関与が実質的に当該訴追を二度目の「連邦」訴追とするかどうかにつ
　いても争われた一Bartkus　v．111inois，359U．S．121（1959）（hereinafterβα序
　ゐ％s）、Rodney　King事件（この事件の詳細にっいては、井上正仁ほか「〔鼎談〕ア
　メリカの刑事司法（1）一キング事件・服部君事件をめぐって」ジュリ1033・8
　（1993）；「同（II）」ジュリ1035・56（1993）など参照）に関するKoon　v．United
　States，518U．S．81（1996）（hereinafterκoo刀）などがある。なお、κooηにおけ
　るKennedy裁判官執筆の法廷意見は、「州及ぴ連邦による連続訴追は二重危険条
　項に反するものではない……賦［本件の第1審たる連邦］地方裁判所［カリフォ
　ルニア中部地区］が『州裁判所における無罪後の、当該訴追の基礎となった
　（mderlying）のと同一の行為に基づく連邦裁判所での有罪は……被告人の重大な
負担となった』と判断していることはその裁量権の逸脱にはあたらない」とし、
　「州裁判所での公判は長期にわたるもので、それに伴う犠牲（toll）は［当該］地
方裁判所の確知範囲外（管轄外beyond　the　cognizance〉の事実ではなかった」と
　している。κoo％，518U．S．，at112．これは、裁判所の量刑権限はその点の考慮にま
　で及ぶという趣旨の判示であるが、この文脈でも前の裁判における被告人の負担が
無視できないことを述べている点で注目される。
　さらに、この時代においては、二重危険条項の命ずるところではないとされつつ
　も、州訴追の基礎となったのと同一の行為については、司法省が特にそれを事前に
認めていない限り連邦検察官は訴追を自重するといういわゆる“Petite　policy”が
設けられた。特定の連邦訴追がこのpolicyに違反するか否かが争われたものとし
　て、Rinaldi　v．United　States，434U。S・22（1977）l　Thompson　v．United　States，
444U．S．248（1980）などがある。
（605）ここには、市裁判所（munidpal　court）における訴追後の州訴追が同一主権
に基づく訴追として二重危険条項により禁止されるとしたWaller　v．Florida，397
U．S．387（1970）（hereinafter職IJ6プ）一後にRobinson　v．Neil，409U．S。
505（1973）でその遡及的適用が承認された一や、インディアン部族裁判所
　（tribal　court）における訴追後の連邦訴追が二重の危険とならないとしたUnited
States　v．Wheeler，435U．S．313（1978）（hereinafter　Wh66」67）などが含まれる。
（606）　359U．S．187　（1959）　（hereinafter／1δみ¢彪）．
（607）Brennan裁判官は、二重危険条項の「主眼」は「被告人の侵害した法規の背
後にあるpolicyの点ないし当該法規を正当化する点にはない」こと述べた上、
same　offenseに関する「同一証拠基準」ないし「同一法益基準」を否定し、同一
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の「行為（acts）」ないし「犯罪行為（criminal　conduct）」については、二重危険
条項の保障が認められるべきであるとして、連邦による同一行為に関する連続訴追
を二重危険条項違反とする補足意見も出している。躍．at197－201（Brennan，」．，
concurring）．
（608）
（609）
（610）
（611）
（612）
（613）
United　States　v。Lanza，260U．S．377（1922）（hereinafter　L伽詔）．
Fox　v．Ohio，46U．S．（5How．）410（1847）（hereinafter　Fo幻）．
∠4δδ協6，359U。S．，at195．
躍．at201－204（emphasis　in　original）．
474U．S．82（1985）（hereinafter∬6αオh）．
なお、二重危険条項の適用に際し各法規の保護法益の別を問題にすべきでない
　とする、466碗における補足意見と同旨のBreman裁判官執筆一Marshall裁判官
同調一による反対意見がある。擢．at94－95．（Brennan，Marshall，JJ．，dissenting）．
また、二重主権論を連邦主義と強く関連するものとして捉え、さらに連邦の利益と
州の利益とは質的に異なるが、各州相互間ではその利益に質的な違いは存在しない
ため、その違いを後者の場面で連続訴追を許容する理由として援用することはでき
ないなどとするMarshall裁判官執筆一Breman裁判官同調一の反対意見も出され
　ていた。厄．at95－101（Marshall，Brennan，JJ．，dissenting）．
（614）　　躍．at88－90．
（615）　　五グ．at93．
（616）拙稿では表現上「二重の危険の観点からして」と訳出している箇所も多いが、
その意味するところはこれと同じである。
（617）　これを被告人の「法的」地位の不安定と考えるべきかどうかは一っの問題であ
る。Arizonav．Washington，434U．S．497，503（1978）では、この部分が「犯罪に
対する訴追が未解決であることによって生ずるスティグマの期間を長期化し」と読
み替えられており、これはむしろ訴訟継続中の「社会的」地位の不安定を示唆して
いるようにも思われるからである。その意味ではこれもまた法律上というよりも事
実上の被告人の不利益について述べたものであるということになろう。
（618）　このように苦痛と終局性の点を区別することは、United　States　v．Sc◎鵯437
U．S．82（1978）（hereinafter　Soo〃）におけるBrennan裁判官執筆一White、
Marsha11、Stevens裁判官同調一の反対意見における、二重危険条項は「特定の
被告人に有利な裁判の終局性という利益を守るという効果をもたらすことはある
が、これは必ずしも右条項の目的とするところではな」く、右条項の目的は、「一
っの犯罪について被告人を二度以上審理におくことに伴う苦痛と危険から彼を守る
　こと」にあるとする理解に繋がっていく可能性を秘めていた。
（619）以上につき、Green　v．United　States，355U．S．184（1957〉（hereinafter
σ名66n）；拙稿「発展過程（3）」・前掲注（557）・172－173、Cristv．Bretz，437U．S．
28（1978）（hereinafterβ名召勧；拙稿「発展過程（3）」・前掲注（557）・173参照。
（620）United　States　v．Wilson，420U．S．332（1975）参照。
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（621）Brown　v．Ohio，432U．S．161（1977）、Missouri　v．Hunter，459U．S．
359（1983）など参照。
（622）　S60オ渉，437U．S．，at95．
（623）　なお、ここで、「再度起訴され事実審理にさらされること」が「軽視できない
苦痛」であるとされている点については、有罪の「潜在的可能性」を蔵する二度目
　の事実審理、ひいてはその手前にある二度目の起訴が直接二度目の「危険」に該当
するとする趣旨なのか一そうだとすると一度目の危険と二度目の危険は発生時期が
　異なることとなる可能性がある一あるいは、二重危険条項は「二度目の危険」の
　「発生」自体を防ぐためにあるとして、「危険」を「発生」させる「潜在的可能性」
がある行為も阻止される趣旨なのか一そうだとするとそれがどこまで遡りうるのか
　（例えば再捜査はどうか）が問題となろう一は明らかでない。
（624）以上につき、Price　v．Georgia，398U．S．323（1970）（hereinafter　P短06）；拙
稿「発展過程（3）」・前掲注（557）・174参照。
（624）　Palk：o玩Connecticut，302U．S．319（1937）．
（626）以上につき、Benton　v．Maryland，395U・S．784（1969）；拙稿「発展過程
　（3）」・前掲注（557）・175－176参照。
（627）以上につき、Serfass　v．United　States，420U．S．377（1975）（hereinafter
　S6吻ss）；拙稿「発展過程（4）」早法78・1・83、84－85（2002）参照。
（628）以上につき、Crist　v．Bretz，437U．S．28（1978）；拙稿「発展過程（4）」・前掲
　注（627）・85－87参照。また、日本語の評釈として、中野目善則・動向（1）・前掲
　注（553）・253がある。
（629）111inois　v．Somerville，410U．S．462（1973）参照。
（630）　Richar（ison　v・United　States，468U．S．317，325－326（1984）．
（631）　P露αg，398U．S．，at326，327n．4．
（632）UnitedStatesv．Perez，22U．S．（9Wheat．）579（1824）（hereinafterP6獄）．
（633）以上につき、Downum　v．United　States，372U．S．734（1963）（hereinafter
　　　　　　　　　　　　　　　　・前掲注（627〉・88－89参照。
　　　この判決における「行き過ぎ」と「害意の行為」の使い分けは微妙である。い
Do磁％解）；拙稿「発展過程（4）」
（634）
ずれも同じような文脈において「裁判官ないし検察官の～」という形で用いられて
おり、ほぼ同義のものとして用いられている可能性も否定できない。
（635）以上につき、United　States　v．Jom，400U．S。470（1971）（hereinafter
∫o規）；拙稿「発展過程（4）」・前掲注（627）・90－92参照。
（636）以上につき、Illinoisv．Somerville，410U．S．462（1973）（hereinafter　So窺甜
　∂∫IJ6）；拙稿「発展過程（4）」・前掲注（627）・92－94参照。
（637）以上につき、United　States　v．Dinitz，424U．S．600（1976）（hereinafter
Dづ痂孟z）；拙稿「発展過程（4）」・前掲注（627）・94－96参照。
（638）これは、Wade　v．Hunter，336U．S．684、688－689（1949）において公的正義
が審理の打切りを要請するかは「その判断の際に考慮される関連要素に精通してい
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る人物によって決定されるべきである」とされたのを承け、その内容をさらに敷術
　したものであると考えられる。
（639）以上につき、Arizona　v．Washlngton，434U．S．497（1978〉（hereinafter
　陥sh初ダoη）；拙稿「発展過程（4）」・前掲注（627）・96－99参照。なお、日本語
の評釈として、中野目善則・動向（1）・前掲注（553）・225がある。
（騒0）以上につき、Oregon　v．Kennedy，456U．S．667（1982）（hereinafterκ召麗一
彫み）；拙稿「発展過程（4）」・前掲注（627）・99－103参照。日本における評釈と
　して、信太秀一・アメリカ刑事判例研究（II）〔鈴木義男編〕・138（成文堂、
1986）、中野目善則・動向（1）・前掲注（553）・232がある。なお、上記の拙稿に
おいてStevens裁判官の意見を「反対意見」としたが、「結論同意意見（concur－
ring　in　thejudgment）」の誤りである。
（胆1）K6％％6めノにおけるStevensの結論同意意見が執筆者含め四名の支持を得てい
ることからすると、「裁判官ないし検察官の行き過ぎ」ないし被告人の「苦痛」の
例外が復活する可能性を否定しさることはできないものと考えられる。ただ、2003
年1月現在においていまだκ伽η6みを覆す判断は示されていない。
